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地域農業を支える援農ボランティアの取組み 

―ＪＡ共済総研の取組支援― 

研究員 杉浦 彰子 

１．はじめに 

ＪＡ共済総合研究所（以下「当研究所」と

いう。）は、農村地域の「農業・くらしを守る

取組み」として、営農の継続や地域交通等の

生活基盤の維持のための方策等について検討

を進めてきた
１

。その中でも大きな柱の一つ

が、農業における人手確保支援である。当研

究所では近年、調査研究にとどまらず、その

成果を現場に活かす社会実装にも力を入れて

きた。 

本稿では、農業の人手確保支援策の一つと

して当研究所が推進する援農ボランティアの

取組みを取り上げる。当研究所がこれまで実

施してきた調査研究、さらに令和６年度から

着手したＪＡ等を基盤とする地域農業への実

践的なサポート活動から得られた知見を交え

ながら、その概要を紹介する。 

 

２．農業の人手不足と援農ボランティア 

 農業の人手不足 

農業分野では、担い手の減少と高齢化が進

行している。農林水産省「令和７年度食料・

農業・農村白書（以下「白書」という。）」に

よれば、基幹的農業従事者数は2000年の240

万人から2025年には103万６千人まで減少し

ており、四半世紀の間に半数未満となった。

また、2025年における基幹的農業従事者の平

均年齢は67.7歳であり、65歳以上が72万１千

人と全体の69.6％を占めている。こうした農

業従事者の減少と高齢化は、農業現場におけ

る人手確保を困難にする要因となっている。 

一方、白書では、「持続可能な農業構造へ

の転換に向けた取組」の一つとして「多様な

農業者による農業生産活動等の展開」が位置

付けられている。持続可能な農業の実現に向

けては、担い手の育成・確保に加え、地域農

業を支える多様な関わり方についても考えて

いく必要があることが示唆されている。 

また「2025年農林業センサス」の農産物販

売金額規模別経営体数によれば、販売金額

5,000万円未満の中小規模経営体は農業経営

体の大宗を占めている。このことから、農業

生産基盤全体の維持を考えるうえでは、大規

模経営体のみならず、中小規模農家を支える

取組みが重要であると考えられる。 

こうした現状の中で当研究所は、農業の人

手不足・離農を食い止めることを最重要課題

と考え、農業の人手確保支援に関する調査研

究を開始した。当研究所では、その中でも、

農繁期に生じるスポット的な人手不足への対

 

１．はじめに 

２．農業の人手不足と援農ボランティア 

３．調査 

４．ＪＡ共済総研の援農ボランティア取組支援 
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目 次

１ 取組みの詳細については、令和６年度ＪＡ共済総研セミナー特集号「地域の協同で『農』と『くらし』を守る」を

参照されたい。 https://www.jkri.or.jp/report/books/202506.html 

https://www.jkri.or.jp/report/books/202506.html
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応の一つとして「援農ボランティア」に着目

して調査研究を行っている。 

 

 援農ボランティアとは 

援農ボランティアの取組みは、ＪＡや行政

等様々な団体が主体となって実施しており、

取組方法も様々である。その中で、本稿では

「農業者が抱える日々の人手不足に対して、

農業に関心があり、農作業のサポートを行い

たい准組合員・地域住民等がボランティアと

して活躍する取組み」のことを援農ボランテ

ィアと呼ぶことにする。 

 

３．調査 

 援農ボランティアの先進事例調査 

① 調査内容 

はじめに、援農ボランティアに取り組んで

いる行政やＪＡ等複数団体にヒアリング調査

を実施し、実施手順、特徴（独自性、工夫）、

成功要因、継続・拡大の課題を調査した。そ

のうち、ＪＡが主体となって援農ボランティ

アに取り組んでいる４ＪＡを対象として、当

研究所では、ＪＡふじ伊豆（なんすん地区本

部）、ＪＡ相模原市、ＪＡセレサ川崎、ＪＡあ

いち海部（掲載順）の協力を得て、令和７年

２月に『ＪＡによる援農ボランティア取組事

例集
２

』（以下「事例集」という。）を作成し

た。事例集では、各ＪＡにおける取組みの経

緯や運営体制、募集・マッチング方法、ボラ

ンティアおよび受入農業者の声等を整理して

いる。本稿では、事例集で整理した４ＪＡの

取組みの特徴とその概要を紹介する。 

加えて、当研究所では令和７年７月から８

月にかけて「農業の人手不足解消に向けた取

組みに関するアンケート（以下「アンケート

調査」という。）」（松吉ら，2026）を全国504

ＪＡに配付し140部を回収した。その中で援農

ボランティアの取組みについても一定の回答

を得ており、その結果についても触れたい。 

 

② 調査結果 

ⅰ 援農ボランティアの取組みのながれ 

図表１は、各ＪＡの事例における援農ボラ

ンティアの取組みのながれを整理したもので

ある。 

ボランティアに対する事前の育成講座の有

無など運営方法には違いがみられるものの、

いずれの事例においても、ＪＡが農業者とボ

ランティアをつなぐ橋渡し役を担うことで、

援農ボランティアの取組みが成り立っている

点は共通している。 

 

ⅱ 先進事例の特徴 

事例集には、異なる特徴をもつ４ＪＡを取

り上げた。なお、記載数値は令和７年２月の

調査当時のものである。 

ＪＡふじ伊豆（なんすん地区本部）の特徴

は、みかんなど特産品の収穫に特化している

点である。受け入れ農業者数は約50戸、年間

延べ1,400人が参加しており、ボランティアの

約８割がリピーターである。 

ＪＡ相模原市では、ボランティア希望者に

対し、行政と連携した２年間の育成講座を実

施している。修了生は、修了生で組織された

団体「NPO法人援農さがみはら」のメンバー

となり、農業者からの活動依頼があった際は、

ＪＡを経由してNPOに情報が集約され、NPO

がマッチングを行っている。特に作物や作業

に制限はなく（機械を使う作業は除く）年間

延べ約2,400人がボランティア活動に従事し

ている。 

ＪＡセレサ川崎は、独自の育成講座を１年 

２ 同事例集は、当研究所ホームページ内特設サイト「農業・くらしを守る」（https://www.jkri.or.jp/nougyou-kurashi/）

において、取組内容の一つである「農業の人手確保」内に掲載している。 

https://www.jkri.or.jp/nougyou-kurashi/
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間実施し、これまで多くの援農ボランティアの

取組みが実施されてきた。それにより、ＪＡ職

員による手作業のマッチングが困難になった

ことから、マッチングシステムを独自開発し、

業務効率化と取組規模拡大が実現している。 

ＪＡあいち海部では、管内の特産品である

イチゴや花ハスの生産現場に対し、何らかの

支援ができないかとの声が営農部署から企画

部署に寄せられたことを契機として、援農ボ

ランティアの取組みを開始した。現場の人手

確保に加え、ボランティア活動への参加をき

っかけとした雇用の創出も視野に入れなが

ら、准組合員を中心にボランティアを募集し

ている。こうした取組みを通じて、農業の人

手不足への対応と、准組合員による地域農業

への参画の促進を図っている。 

 

ⅲ 取組みのポイント 

先進事例に共通していることは、以下のと

おりである。 

まず、援農ボランティアに取り組む目的と

して、農業の人手不足の解消だけを目的とす

るのではなく、地域農業と消費者（准組合員・

地域住民）との接点を広げることも意識して

いる点である。援農ボランティアの取組みに

参加することによって、交流と地域農業に関

する理解醸成を目指している。ＪＡふじ伊豆

（なんすん地区本部）のＪＡ職員によると「特

産物を中心に援農ボランティアを導入するこ

とで、消費者と生産者の交流の機会づくりや、

ボランティア参加者に地元の農産物を知って

もらい、農業に興味を持ってもらう機会とな

っている（当研究所作成動画
３

（ＨＰに掲載）

より抜粋）。」という。ＪＡあいち海部でも、

准組合員の地域農業の参画と理解醸成を明確

に位置付けている。 

次に、援農ボランティアの取組みを行うう

えで重要なのが、ＪＡによる農業者とボラン

ティアの橋渡しである。ＪＡが募集、マッチ

ングに関わり、共済・保険への加入などによ

って安心して活動できる環境を整えることが

大切である。環境を整える面では、ボランテ

ィアが行う作業の選定にも工夫が必要で、基

本的には、未経験者でも安全に参加できる作

業に限定（収穫・出荷準備・除草など）し、

機械を使った作業は原則除外している。当日

現場でのOJTのみで活動することが可能な援

農ボランティアだが、ＪＡ相模原市、ＪＡセ

レサ川崎の事例のように、一定の育成講座を

行った場合には、扱う作物・作業の幅が広い

傾向が見られる。 

また、運用の鍵となるリピーター形成にお

いては、農業者とボランティアとの関係性の

構築と、双方にメリットがあることの二点が

重要である。リピーターの形成には、第一に

農業者とボランティアとの人間関係を構築

し、その中で相互理解と信頼関係を育んでい

くことが挙げられる。第二に農業者とボラン

ティアそれぞれにメリットがあることが挙げ

られる。第一の関係性の構築では、事前の育

成講座がある場合は、その活動を通じてボラ

ンティア同士や農業者との関係性の構築が期

待できる。一方、育成講座を実施しない場合

であっても、継続的な活動や交流を重ねるこ

とで相互理解や信頼関係は形成され、農作業

理解の深化にもつながる。重要なのは、育成

講座の有無ではなく、農業者とボランティア

が継続的に関わり合える機会を確保すること

である。第二の農業者とボランティアのメリ

ットについては、農業者にとっては農作業を

サポートしてくれることであり、ボランティ

アにとっては、規格外品の農作物がもらえる

３ 当研究所作成動画「【ＪＡ役職員向け】地域の多様な人材の活躍を通じた農業の人手不足解消に向けた取組支援」

（2025年７月10日付 当研究所ニュースリリースに掲載 https://www.jkri.or.jp/newsrelease/2024-j.html） 

https://www.jkri.or.jp/newsrelease/2024-j.html
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などの物的対価の他に、自身の活動が社会貢

献（地域や農業者の役に立てたと感じる）や

自己啓発（農業体験・技術の研鑽）につなが

ったと感じられる点も重要である。 

 

 援農ボランティアに取り組むうえでの課題 

前述のアンケート調査によれば、現在援農

ボランティアに取り組んでいる、または取組

みを検討していると回答したＪＡが取り組む

うえで課題と挙げたのは、ＪＡの業務負担で

ある。ボランティア人材をどのように集める

のか、マッチング等の調整業務、さらには通

常業務に加えて誰が援農ボランティアの業務

を担うのかといった課題が、取組みの開始や

継続の障壁となっている。 

 

４．ＪＡ共済総研の援農ボランティア

取組支援 

 支援内容 

第１章でも述べた通り、当研究所では調査

研究にとどまらず、現場に活かすことに注力

してきた。当研究所が農業現場に貢献できる

一つの方法が、これから援農ボランティアの

取組みに着手しようとするＪＡ・農業団体等

への支援である。現場の負担軽減と取組みの

広がりを目的に、第３章で記した調査結果を

集約し、いくつかのコンテンツを作成した。

１つ目は、調査結果から援農ボランティアへ

の取組手順を標準化して作成した取組支援マ

ニュアルである。このマニュアルは取組みの

ながれから、取組みに必要な資材の雛形（募

集チラシやアンケート調査票等）など100ペー

ジ超にわたって詳細に記している。２つ目は、

第３章で示した事例集の作成である。先進事

例を発信し、援農ボランティアの取組みに関

心を持ってもらうことも当研究所の重要な取

組事項と考える。３つ目は、ニーズ喚起資材

（動画・リーフレット）の作成である。 

そして、以上のコンテンツを活用した当研

究所研究員等による援農ボランティアの取組

実施のためのサポート活動を行っている。主

なサポート内容は以下のとおりである。 

 

＜当研究所による主なサポート内容＞ 

① 立ち上げ 

図表２のように、取組開始前の農業者のニ

ーズ喚起・把握から、その地域にあった実施

方法の検討、農業者や関係団体との話し合い、

実施に至るまで、複数研究員等による長期間

のサポートを行っている。 

 

② 取組維持・拡大 

すでに取組みを行っているものの、維持・

拡大に悩んでいる団体に対しては、現状の分

析・改善方法のご提案、取組拡大に向けた調

査などを通じてサポートを行っている。 

以上の方法で、当研究所は研究と社会実装

の両輪で、援農ボランティアを仕組み化し、

継続できるようサポートすることを志して

日々取り組んでいる。 

 

 活動・取組サポートの報告 

ここでは、当研究所が行ってきた援農ボラン

ティアに関する取組み内容について報告する。 

 

① ニーズ喚起活動 

ＪＡの会議体や農業者の部会勉強会など様々

な場面で、援農ボランティアの取組みについ

て紹介活動を実施してきた。実際に行われて

いる他ＪＡの事例や動画等を活用し、取組み

に対する理解の促進に努めている。 

また、ＪＡ共済総研セミナーを開催するとと

もに、当研究所ホームページ内に特設サイト
４

「農業・くらしを守る」を開設し、当研究所

４ URLは脚注２に同じ。 
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が行うサポート内容や援農ボランティアを広

く周知するため、動画や事例集等の情報発信

を行っている。 

 

② 当研究所によるＪＡサポート事例 

ⅰ 立ち上げ 

当研究所がＪＡなす南で行っている援農

ボランティア立ち上げサポートについて紹介

する。人手確保に悩むＪＡなす南に対し、当

研究所は援農ボランティアの取組みを勧め

た。協議を行った結果、ＪＡなす南は、イチ

ゴの新規就農者に対して、特に人手が必要な

定植と収穫作業の際に援農ボランティアの取

組みを実施することとした。今回イチゴの新

規就農者を取組みの対象とした理由は、新規

就農者は管外からの移住者が多く、人手が確

保できない際に支援が必要であると考えたた

めである。 

当研究所では、ＪＡが援農ボランティアに

取り組むにあたり、以下のサポートを実施し

てきた。 

（取組み開始前の実施方法検討サポート） 

ＪＡ、農業者を対象とした現地説明会を複

数回開催した。説明会では農業者との意見交

換を行い、ボランティアに依頼する作業内容

や受入方法について検討した。その際に当研

究所は、これまで実施したアンケート調査や

他地域での取組事例をもとに以下の内容を提

案した。 

・専門的な技術を必要としない作業を切り出

すこと 

・募集時に作業内容を具体的に示すこと 

・活動開始時に作業内容や注意事項を丁寧に

説明すること 

・活動時間を２～３時間程度とし昼休憩をま

たがないこと 

また、事例を基にした提案だけでなく、研

究員等が現地へ赴き、ボランティアが実施す

る予定の作業を体験した。その過程で、初め

て農作業に参加する人にも分かりやすい説明

方法や、複数のボランティアが参加した場合

の作業分担のあり方、安全に作業できる環境

（図表２）ＪＡ共済総研の援農ボランティア立ち上げサポート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所）当研究所作成 

ＪＡ等

援農ボランティアの取組みに関する実施案内
（※募集時期や対象作物、作業内容を

限定する場合もある）

農業者からの要望をまとめ、
ボランティアへ展開

ボランティアの希望内容を確認し、
農業者の要望との調整（マッチング）

マッチング結果の連絡

（実施が決まった場合）
援農ボランティアの取組み実施

Ⅰ.（取組み開始前）農業者のニーズ喚起・ニーズ把握
• 部会等の会合に対する説明会の開催準備や案内用のチラシ等の作成のサポート
• 会合実施後のアンケート項目作成や集計・分析のサポート

• 地域における他団体における取組状況の調査

Ⅱ. 具体的な実施方法の検討
• Ⅰの結果を踏まえ、対象となる農家や援農ボランティアの検討や農業者・援農ボラン

ティア募集の流れ、募集に関する申込⽤紙等の作成をサポート

• その他、援農ボランティア実施において決めるべき項目を整理し、それぞれの対応⽅針

の検討をサポート

実施に向けたニーズ把握・ニーズ喚起
と具体的な実施事項の検討

Ⅲ. 援農ボランティアの取組み開始における実施案内
• Ⅰで実施する会合とは異なり、正式に取組が決まった段階における会合での説明の⽀

援や周知するためのチラシ等の作成をサポート

Ⅳ. 農業者からの要望収集とボランティアへの募集案内の実施、マッチング
• Ⅱで作成した申込用紙等を活用した情報収集や、マッチング業務の負担軽減に向けた

システム導入をサポート

Ⅴ. 援農ボランティアの取組み実施における初回サポート
• 現場でのサポート
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づくりについて農業者とともに検討を行っ

た。こうした取組みを通じて、農業者による

援農ボランティア受入れへの理解を深めるサ

ポートをした。 

 

（広報活動サポート） 

ボランティア募集にあたっては、地域で行

われているボランティア活動の内容や、ボラ

ンティア活動に関心を持つ人々との接点につ

いて把握するため、研究員等が社会福祉協議

会等の公的団体や市民活動団体へのヒアリン

グを実施し、地域の実情を調査した。 

また、准組合員に対しては、モニターへの

アンケート調査を実施した。その結果、援農

ボランティアへの参加意向は「農業への関心」

だけでなく、「自己啓発」や「地域貢献」を理

由として前向きに参加を検討する傾向がみら

れた。さらに、交通費の支給や農作物の持ち

帰り、作業内容を選択できる仕組みを設ける

ことで、参加意向が高まる可能性が示された。

これらの結果を踏まえ、広報先の選定や、募

集内容、ボランティア参加者への訴求方法の

検討を行った。 

こうした調査結果を踏まえ、広報チラシの

作成やＪＡ広報誌への募集記事掲載をサポー

トするとともに、社会福祉協議会等の外部団

体を訪問し、援農ボランティアの周知やボラ

ンティア参加者募集への協力を依頼した。 

 

（援農ボランティア取組実施日の初回サポー

ト） 

援農ボランティアの取組実施時には、研究

員等も同行し、活動への参加を通じた実態把

握を行うとともに、農業者およびボランティ

アに対してヒアリングを実施した。 

初めて援農ボランティアを受け入れたイチ

ゴの新規就農者からは、「できるだけ少ない日

数で定植しなければならず、今回の援農ボラ

ンティアの取組みはとても助かった」、「ボラ

ンティアの効率的な作業のため事前準備をし

ておくことも大切であると感じた」との声が

聞かれた。ボランティアに初めて参加された

方は「おいしいイチゴになるんよ」と時折声

をかけながら丁寧に作業を行っていた（図表

３）。 

これらの現場での研究員等による実態把

握やインタビューの結果を踏まえ、農業者に

よるボランティア受入れのあり方や作業環境

の整備、ボランティアへの説明方法、作業負

担の軽減等に関する改善点を整理し、後の活

動運営に活用できるようＪＡへフィードバッ

クを行った。 

 

ⅱ ＪＡとの共同による、取組維持・拡大方

策の検討 

ＪＡふじ伊豆（なんすん地区本部）では、

援農ボランティアの活動が増加するにつれ、

ＪＡ職員のマッチング業務や蓄積した実績の

引継ぎが課題となっている。この課題は援農

ボランティアの取組みが拡大していけばどこ

でも直面する課題であると認識し、当研究所

では、マッチングツールの構築に着手した。

ＪＡふじ伊豆（なんすん地区本部）にも使い

（図表３）ボランティアが定植を行う様子

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（出所）当研究所撮影 
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勝手の改良などご協力をいただいた。当研究

所が構築した本ツールは、農業者の高齢化等

によりマッチングアプリの活用が難しいと考

えるＪＡにおいて、農業者およびボランティ

アの個人情報管理から、毎年の募集・応募情

報の管理、活動実績の蓄積までを効率的に行

うことができるよう開発したものである。ま

た、さまざまなＪＡで活用できるよう、作物

や活動内容、募集方法等の違いにも柔軟に対

応できる仕様としている。援農ボランティア

の取組みを維持・拡大していくうえで有効な

支援ツールであり、ＪＡ職員の業務負担軽減

にも資するものと考えている。 

ＪＡあいち海部では、取組作物の拡大を目

指しており、先行事例などを参考にどのよう

な作物・作業が良いかを検討した。また、農

業者のニーズを把握するためにアンケート調

査を実施し、どのような作物・作業で新たに

援農ボランティアに取り組めるのかについて

検討を行っている。 

その他、援農ボランティアの取組みを准組

合員から地域住民への活動へと広げていく方

策を検討しているＪＡに対しても支援を行っ

ている。 

 

５．まとめ 

本稿では、農業の人手不足を背景として、

援農ボランティアに関する調査研究の結果

と、ＪＡ等を対象とした実践的なサポート活

動について報告した。 

調査からは、援農ボランティアが農繁期を

中心としたスポット的な人手不足への対応策

として一定の効果を有していることが確認で

きた。また、その意義は人手不足の軽減にと

どまらず、農業者と准組合員・地域住民との

交流機会の創出や、地域農業への理解促進、

農業を支える人材の裾野の拡大にもつながる

ことが示唆された。ボランティア参加者にと

っても、農業体験や地域貢献、学びや交流の

機会となっており、農業者とボランティアの

双方にメリットをもたらす取組みであること

が明らかとなった。 

一方で、援農ボランティアの普及に向けて

は、依然として多くの課題が存在している。

アンケート調査や取組支援の現場からは、募

集や広報、農業者とボランティアのマッチン

グ、活動後のフォローなど、運営主体となる

ＪＡ等の事務負担が大きいことが挙げられ

た。また、援農ボランティアに取り組んだこ

とのない農業者からは、「本当に手伝ってくれ

る人が集まるのか」「未経験者に作業を任せて

も大丈夫なのか」といった不安の声も聞かれ

た。しかしながら、実際に活動に参加してい

るボランティアからは、「地域農業に貢献した

い」「農業について学びたい」「農業者や地域

の人と交流したい」といった声が多く聞かれ

ている。援農ボランティアの取組現場では、

単なる人手支援にとどまらず、農業や地域へ

の関心を背景に参加している人々が少なくな

い。こうしたボランティア側の思いや活動を

通じて得られる価値についても農業者や受け

入れ組織は留意する必要があると思われる。

農業者は援農ボランティアという取組みをど

のように評価し、ボランティア側は何を求め

て継続的に関わろうとしているのか。また、

その関係性が地域農業への理解や関係人口の

形成へどのようにつながっていくのか。これ

らは今後さらに研究していくべき重要な調査

課題である。 

このように、当研究所はこれまで、調査研

究による知見の整理に加え、マニュアルや事

例集の作成、ニーズ喚起資材の提供、現場で

の取組サポート等を通じて援農ボランティア

の普及を支援してきた。今後は、各地の実践

から得られた知見を蓄積・共有するとともに、

人手不足軽減効果だけでなく、農業理解の促
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進、関係人口の創出、准組合員活動や地域運

営組織との連携など、地域への波及効果につ

いても継続的に調査・検証を進め、「農業・く

らし」を支える新たな仕組みづくりに貢献し

ていきたい。 
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・農業の人手不足解消に向けた取組みに関

するアンケート調査結果 

・援農ボランティア 紹介動画 
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当研究所では、援農ボランティアの取組

みにご関心のある団体（ＪＡ・行政等）に

情報提供や取組みのサポートを行ってお

ります。 

援農ボランティアの導入や運営に関す

るご相談など、お気軽にお問い合わせくだ
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